
地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保状況

（１）　利用者支援事業

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

箇所数 0 か所 0 か所 1 か所 1 か所 1 か所

（２）　地域子育て支援拠点事業

71,966 人日 68,895 人日 66,944 人日 64,704 人日 62,681 人日

6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所

6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所

65,241 人日 68,844 人日 69,087 人日 62,443 人日 人日

注） 量の見込みは、利用が見込まれる児童数のみを計上（親の数は含まない）。

（３）　妊婦に対する健康診査

1,010 人 979 人 944 人 914 人 886 人

8,080 回 7,832 回 7,552 回 7,312 回 7,088 回

1,008 人 975 人 907 人 822 人 人

7,798 回 7,425 回 7,022 回 6,475 回 回

医療機関に委託 医療機関に委託 医療機関に委託 医療機関に委託 医療機関に委託

注）

（４）　乳児家庭全戸訪問事業

631 人 612 人 590 人 571 人 554 人

552 人 538 人 534 人 474 人 人

11 人 12 人 12 人 12 人 人

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業

量の見込み
＝目標値

出生人数

社会福祉課
健康増進課
こども育成課

社会福祉課
健康増進課
こども育成課

社会福祉課
健康増進課
こども育成課

社会福祉課
健康増進課
こども育成課

社会福祉課
健康増進課
こども育成課

委託団体等
民生委員児童委員
連合会

民生委員児童委員
連合会

民生委員児童委員
連合会

　子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言
等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業

通年 通年 通年 通年 通年

３１年度

６か所の子育てセンターで実施
　　・子育て総合センター　　・城崎子育てセンター
　　・竹野子育てセンター　　・日高子育てセンター
　　・出石子育てセンター　　・但東子育てセンター

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

量の見込み

　妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実
施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

行政窓口対応（こども育成課）

　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う
事業

Ｈ29～基本型から母子保健型に変更

量の見込みは、出生人数の1.6倍、1人当たり受診回数を8回として推計した。
人数は、当該年度中に検診を受けることが見込まれる妊婦の実人数を記載する。
また、妊娠期間の関係で２か年度に渡り検診を受ける場合は、各年度にそれぞれ「１」を計上する。

年度 ２７年度

２８年度 ２９年度 ３０年度

３０年度 ３１年度

利用人数

具体的な考え方

公立豊岡病院
日高医療センター

公立豊岡病院
日高医療センター

公立豊岡病院
日高医療センター

公立豊岡病院
日高医療センター

実施体制

妊娠初期・定期・超音
波・血液・Ｂ群溶血性
レンサ球菌検査、そ
の他必要な検査

妊娠初期・定期・超音
波・血液・Ｂ群溶血性
レンサ球菌検査、そ
の他必要な検査

妊娠初期・定期・超音
波・血液・Ｂ群溶血性
レンサ球菌検査、そ
の他必要な検査

妊娠初期・定期・超音
波・血液・Ｂ群溶血性
レンサ球菌検査、そ
の他必要な検査

妊娠初期・定期・超音
波・血液・Ｂ群溶血性
レンサ球菌検査、そ
の他必要な検査

年度 ２７年度

年度 ２７年度

実施時期

実施場所

検査項目

量の見込み
＝目標値

人数

検診回数

人数

検診回数

確保方策

公立豊岡病院
日高医療センター

量の見込み

目標値 箇所数

確保方策
具体的な考え方

目標値 箇所数

確保方策

箇所数

実施機関

民生委員児童委員
連合会

確保
方策

訪問人数

実施体制

民生委員児童委員
連合会

資料　３



（５）　養育支援訪問事業

10 人 10 人 10 人 10 人 10 人

人 人 27 人 23 人 人

人 人 14 人 11 人 人

（６）　要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業）

○ 量の見込み及び目標値なし

○ 確保方策・・・　市要保護児童対策協議会の機能強化

（７）　子育て短期支援事業

20 人 20 人 19 人 18 人 18 人

目標値 20 人 20 人 19 人 18 人 18 人

利用人数 人 2 人 4 人 5 人 人

Ｈ29.1～朝来市の児童養護施設「若草寮」、乳児院「くれよん」に委託

（８）　ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）　【就学後児童に係るもの】

2,032 人日 2,027 人日 2,017 人日 2,000 人日 1,972 人日

目標値 0 人日 0 人日 1,000 人日 1,500 人日 1,972 人日

利用人数 人日 人日 75 人日 121 人日 人日

※量の見込みは、小学生のニーズ量

実施機関

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な
養育の実施を確保する事業

量の見込み＝目標値

　要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係
機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

実施体制

訪問人数

確保
方策

　保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入
所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

健康増進課
こども育成課

健康増進課
こども育成課

健康増進課
こども育成課

委託団体等 市社会福祉協議会等 市社会福祉協議会等 市社会福祉協議会等

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

量の見込み

量の見込み

利用日数

確保
方策

子育て短期
支援事業

具体的な考え方

年度

　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当
該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

子育て援助活動支援事業

確保
方策

子育て援助活
動支援事業

具体的な考え方 ファミリーサポートセンター事業の実施



（９）　一時預かり保育事業

　（幼稚園における在園児を対象とした一時預かり）

3,528 人日 3,475 人日 3,353 人日 26,699 人日 24,580 人日

49,822 人日 45,819 人日 39,890 人日 — 人日 — 人日

目標
値

24,000 人日 28,000 人日 32,000 人日 26,699 人日 24,580 人日

5,382 人日 4,496 人日 1,032 人日 26,229 人日 人日

28,833 人日 24,447 人日 28,224 人日 — 人日 — 人日

34,215 人日 28,943 人日 29,256 人日 26,229 人日 人日

25 園 25 園 25 園 24 園 園

公立 19 園 19 園 19 園 17 園 園

私立 6 園 6 園 6 園 7 園 園

　（幼稚園在園児以外の一時預かり）

15,533 人日 15,047 人日 14,579 人日 3,856 人日 3,696 人日

目標値 8,000 人日 10,000 人日 12,100 人日 3,856 人日 3,696 人日

利用人数 4,445 人日 4,126 人日 3,089 人日 3,417 人日 人日

保育所 11 か所 11 か所 12 か所 11 か所 か所

認定こども園 12 か所 12 か所 12 か所 12 か所 か所

地域子育て支援拠点 か所 か所 か所 か所 か所

その他 か所 か所 か所 か所 か所

か所 か所 か所 か所 か所

人日 人日 67 人日 316 人日 － 人日

人日 0 人日 0 人日 0 人日 － 人日

（１０）　延長保育事業

276 人 268 人 259 人 462 人 442 人

276 人 268 人 259 人 462 人 442 人

498 人 524 人 310 人 325 人 人

量の
見込
み

①　１号認定による利用

②　２号認定による利用

①②利用人数

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保
育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業

３０年度 ３１年度

計

実施園数

内訳

備考

保育所・認定こども園
での実施

具体的な考え方

１号認定子どもの認定こども園での一時預かり保育の実施
幼稚園児の放課後児童クラブでの受入れ（午後４時まで）

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

確保
方策

①　１号認定による利用

②　２号認定による利用

保育所・認定こども園
での実施

一般型

訪　問　型

保育所・認定こども園・小
規模保育事業所での実施

保育所・認定こども園・小
規模保育事業所での実施

子育て援助活動支援事業
（病児・緊急対応強化事業を除く）

具体的な考え方

子育て短期支援事業
（トワイライトステイ）

具体的な考え方

量の見込み

利用人数

確保
方策

一時預かり事業
（幼稚園型を除く）

量の見込み

目標値

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、認定こども園、保育所等にお
いて保育を実施する事業

実人員

確保方策
利用実人員

具体的な考え方 保育所・認定こども園の全園で実施



（11）　病児保育事業、子育て援助活動支援事業　（病児・緊急対応強化事業）

3,471 人日 3,373 人日 3,267 人日 464 人日 445 人日

目標値 1,180 人日 1,180 人日 1,280 人日 464 人日 445 人日

利用人数 573 人日 450 人日 522 人日 526 人日 人日

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 か所

4 総定員 4 総定員 4 総定員 4 総定員 総定員

か所 か所 か所 か所 か所

総定員 総定員 総定員 総定員 総定員

か所 か所 か所 か所 か所

総定員 総定員 総定員 総定員 総定員

か所 か所 か所 か所 か所

総定員 総定員 総定員 総定員 総定員

人日 人日 人日 人日 人日

（12）　放課後児童クラブ ※別添資料2-6のとおり

（13）　放課後子ども教室

34 か所 34 か所 34 か所 34 か所 34 か所

(29) (29) (29) (29) (29)

8 か所 8 か所 9 か所 9 か所 9 か所

34 か所 34 か所 34 か所 34 か所 か所

(29) (29) (29) (29)

8 か所 8 か所 7 か所 7 か所 か所

1 か所 0 か所 0 か所 0 か所 か所

(2) (3) (3) (3)

協議会未設置のため
（14）　実費徴収に係る補足給付事業

確保
方策

3 人 2 人 8 人 6 人 人

（15）　多様な主体の参入促進事業

確保
方策

開設
箇所
数

放課後児童クラブ

（開設小学校区）

放課後子ども教室

病児対応型

病後児対応型

体調不良児対応型

訪問型

具体的な考え方

　病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業

量の見込み

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

（開設小学校区）

放課後子ども教室

開設
箇所
数

３１年度

多様な主体の参入
株式会社が運営す
る保育所　1か所

株式会社が運営す
る保育所　1か所

株式会社が運営す
る保育所等 2か所

株式会社が運営す
る保育所等 2か所

チャイルド・ケアセンターで実施

子育て援助活動支援事業
（病児・緊急対応強化事業）

具体的な考え方

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

病児保育事業
子育て援助活動支援事業

確保
方策

病児保育事業

３１年度

補足給付実人数

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等
を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

　地区公民館等において地域の人の参画により、地域のすべての子どもを対象として、放課後や週末に、子どもたちに勉強や
スポーツ・文化活動、地域住民との交流を行う事業

　特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・
保育施設等の設置又は運営を促進するための事業

量の見
込み

＝目標
値

確保
方策

一体的な実施箇所数

（連携型）

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

　保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教
育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業

放課後児童クラブ


